
札幌市森林整備事業補助金交付要綱 

令和３年（2021 年）５月 12 日建設局長決裁 

一部改正 令和 7 年（2025 年）８月４日建設局長決裁 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、札幌市内の森林の健全な育成と資源の持続可能な活用を目指した森づくりを

推進するとともに、森林の有する多面的機能の維持増進を図るため、その森林整備の費用の一部

を補助することについて必要な事項を定める。 

（定 義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 森林 森林法（昭和 26年法律第 249 号）第５条第１項の規定によりたてられた地域森林計

画の対象とする森林 

(2) 森林所有者 札幌市内に森林を所有する者。ただし、国、法人税法（昭和 40 年法律第 34

号）第２条第１項第５号の規定による公共法人、その他市長が特に公共的性格を有すると認

める団体を除く。 

(3) 間伐 森林の適正な密度管理、針広混交林の造成、伐採後の天然更新等を目的とする不用木

の除去、不良木の淘汰及び搬出集積 

(4) 森林作業道整備 北海道森林作業道作設指針（平成23年３月31日森整第1219号）に原則適合

する森林作業道の開設又は改良 

(5) 森林経営計画等 森林法第11条又は第19条に基づき認定された森林経営計画や森林経営管理

法第35条第１項に基づき市が定める経営管理実施権配分計画 

 (6) 年度 地方自治法（昭和22年法律第67号）第208条第１項の規定による会計年度 

（補助対象事業等） 

第３条 この要綱に定める補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び

その内容、補助金の申請者（以下「申請者」という。）、補助金の交付対象となる費用（以下「補

助対象額」という。）及び補助金額の算定方法等補助条件は、別表１のとおりとする。 

２ 補助対象事業は、補助金の交付申請を行う年度内の事業とし、第７条に規定の期日までに事業

実績報告を行うものとする。 

３ 札幌市又は北海道若しくは国の他の補助事業等（以下「他の事業」という。）により同様の補

助金等が交付されている場合（予定含む）は、この要綱による補助金の対象としない。ただし、

この要綱による補助対象部分と他の事業による補助対象部分を明確に区分できる場合はこの限り

ではない。 

４ 申請者は、次に掲げる要件をすべて満たしていなければならない。 

(1)  国、法人税法第２条第１項第５号の規定による公共法人、その他市長が特に公共的性格を有

すると認める団体でない者 

(2)  札幌市税を滞納していない者 

(3)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第六号に規

定する暴力団員、又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同

条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）でない者 



５ 申請者は、第４条第１項の規定による交付申請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る

消費税等相当額（補助対象額に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金

額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補

助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを

減額して消費税等相当額報告書（様式７）とともに申請しなければならない。 

ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合

は、この限りではない。 

６ 申請者は補助対象事業等に関する帳簿及び書類を備え、この補助対象事業等に要した費用とそ

れ以外の費用とを区別することができるようこれを整理し、かつ、これを補助対象事業等の完了

の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

７ 申請者は補助対象事業の完了年度の翌年度から起算して５年以内に当該補助対象事業の施行地

を森林以外の用途に転用（補助事業の施行地を売り渡し若しくは譲渡し又は賃借権、地上権の設

定をさせた後、当該事業の施行地が森林以外の用途へ転用される場合を含む。）する行為又は補助

事業施行地上の立木の全面伐採除去を行う行為（森林作業道整備の事業により整備した施設の維

持管理のために必要な行為を除く。）その他補助目的を達成することが困難となる行為をしようと

する場合は、あらかじめ札幌市長にその旨を届け出るとともに、当該行為をしようとする森林等

につき交付を受けた補助金相当額を返還しなければならない。 

ただし、公用、公共用及び天災地変その他やむを得ない事由のため前記によりがたい場合に

は、市長と協議できるものとする。 

８ 申請者以外の者が補助金を代理受領する場合は、全額、申請者に直接交付しなければならな

い。ただし、当該造林地の森林保険料、事務取扱手数料及び受託事業費に限り、精算して支払う

ことができるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 申請者は、この要綱に基づく補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書

（様式１）ほか、別に定める書類を添えて、市長に提出するものとする。 

２ 申請者による補助対象事業の着手は、原則として、第５条に定める補助金の交付の決定通知を

もって行うことができるものとするが、当該年度にやむを得ない事情により、補助金の交付の決

定の前に着手する必要がある場合は、その理由を具体的に明記した交付決定前着手届（様式２）

を市長に提出し、承認を得なければならない。 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条第１項に定める補助金交付申請書の提出を受けたときは、その内容を審査

し、補助することが適当であると認めるときは、補助予定額を決定し、補助金交付申請書の提出

を受けてから 21 日以内に補助金交付決定通知書（様式３）により、当該申請者に通知するものと

する。ただし、交付申請の内容に疑義がある等の場合には、決定に 21 日以上を要することがあ

る。 

２ 市長は、前項の交付決定をする場合において必要があるときは、補助金の交付について条件を

付すことができる。 

３ 年度内の交付申請については、予算の範囲内で先着順に補助予定額を決定する。なお、１事業

地単年度あたりの交付予定額及び交付決定額の上限は、予算等を考慮して札幌市が予めホームペ



ージで示した金額とする。 

４ 当該申請者は、第１項の補助金交付決定通知書の内容及びこれに付した条件に従い、適切に森

林整備等を行わなければならない。 

（事業の変更又は中止） 

第６条 申請者は、第４条の申請後又は前条の補助金交付決定通知書の通知後に、事業内容を補助

金交付決定額の 20パーセントを超えて増加する又は全部もしくは一部の事業を中止または追加し

ようとする場合は、速やかに市長と協議し、その指示に従って補助金交付変更・中止申請書（様

式４）を市長に提出し、承認を得なければならない。 

２ 市長は、前条の補助金交付決定通知書の通知後に前項の申請書を受けたときは、交付決定の変

更又は取り消しについて、補助金交付決定変更・中止承認（不承認）通知書（様式５）により、

申請者に通知するものとする。 

（事業実績報告） 

第７条 申請者は、補助対象事業の現場作業、及び売り払いや機械レンタルの支払い等の事務が完

了したときは、事業実績報告書（様式６）、位置図及び写真のほか、別に定める書類を添えて、当

該補助事業が完了した日から起算して 30 日又は当該年度の 3月 15 日（当該日が土日祝の場合は

次の営業日）のいずれか早い日までに市長に提出するものとする。 

２ 申請者は、第３条第５項のただし書の規定により交付の申請を行い、前項の実績報告を行うに

当たって当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助

金額から減額して消費税等相当額報告書（様式７）とともに報告しなければならない。 

３ 申請者は、実績報告書の提出後に、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならな

い場合又はない場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月 15

日までに札幌市長に報告するとともに、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕

入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（実績報告において前項により減額し

た場合にあっては、その金額を減じた額を上回る部分の金額）を消費税等相当額報告書（様式

７）により速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けて、これを返還しなければ

ならない。 

（補助金額の確定及び交付） 

第８条 市長は、前条に定める事業実績報告書の提出を受けたときは、事業内容を検査し、補助条

件に適合すると認めるときは、予算の範囲内で先着順に補助金額を確定し、補助金交付確定通知

書（様式８）により、当該申請者に通知するとともに、確定した額を交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第９条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

(1) 補助条件に違反したとき又は補助条件を満たさなくなったとき 

(2) 偽りその他不正の手段により、補助金の交付決定を受けたとき又は事業実績報告を行ったと 

  き 

(3) 法令又はこれに基づく処分に違反したとき 

(4) その他市長が補助することを不適当と認めたとき 

２ 前項の規定は、第８条に定める補助金額の確定があった後においても適用があるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しを行ったときは、理由を付してその旨を当該申請者に通知



するものとする。 

（補助金の返還） 

第 10条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しにかかる部分に関し、

すでに補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じなければならない。 

（加算金及び延滞金） 

第 11条 申請者は、第９条第 1項の規定による処分に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、そ

の命令にかかる補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を

納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、政府契約の支払

遅延防止等に関する法律（昭和 24年法律第 256 号）第８条の規定による率で計算した加算金を本

市に納付しなければならない。 

２ 申請者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌

日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき政府契約の支払遅延防止等に関する法律第

８条の規定による率で計算した延滞金を本市に納付しなければならない。 

３ 市長は、前二項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金又は延滞金

の全部又は一部を免除することができる。 

（他の補助金等の一時停止等） 

第 12条 市長は、申請者が補助金の返還を命ぜられ、当該補助金、加算金又は延滞金の全部又は一

部を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事業について交付すべき補助金

等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額とを

相殺することができる。 

（損失の負担） 

第 13条 天災地変等の事由によって実施した施策に損失を生じた場合、これらの損失は、申請者が

負担するものとする。 

（立入調査等） 

第 14条 市長は、補助金にかかる予算の執行の適正を期するため、必要があると認めるときは、地

方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 221 条第２項の規定に基づき、申請者に対して報告をさ

せ、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を調査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。 

（委任） 

第 15条 この要綱の実施に当たり、その他の必要な事項はみどりの管理担当部長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


